
Ⅰ　平成２３事業年度の主要な財務諸表等の概要
１．貸借対照表

（単位：百万円）
資産の部 負債の部

固定資産 17,050 (△ 67) 固定負債 1,424 (21)

 (1)有形固定資産 16,986 (△ 114)  (1)資産見返負債 1,383 (35)

　　 ①土地 11,617 (0)  (2)その他の固定負債 41 (△ 14)

　　 ②建物 5,731 (218) 流動負債 779 (73)

　　　　　　減価償却累計額等 △ 1,934 (△ 248)  (1)寄附金債務 60 (3)

　　 ③構築物 646 (10)  (2)その他の流動負債 719 (70)

　　　　　　減価償却累計額等 △ 369 (△ 30) 負債合計 2,203 (94)

　　 ④工具器具備品 600 (37) 純資産の部

　　　　　　減価償却累計額等 △ 404 (△ 87) 資本金 15,977 (0)

　　 ⑤その他の有形固定資産 1,099 (△ 14) 　　政府出資金 15,977 (0)

(2)その他の固定資産 64 (47) 資本剰余金 △ 539 (△ 91)
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平成２３年度国立大学法人奈良教育大学の決算について

金 額 金 額

理事（総務担当）　　　宮　﨑　秀　生　

　平成２３年度決算については、去る６月に財務諸表、決算報告書等を作成し文部科学省に提出し、このほど文部科
学大臣の承認を受けましたのでここに公表いたします。
　なお、この財務諸表は、企業会計原則を基に教育研究という国立大学法人の特性を考慮した国立大学法人会計基準
等に従い作成しています。
　本学は創設以来の学問・学芸を尊ぶ学風の下、高い知性と豊かな教養を備えた人材、とりわけ人間形成に関する専
門的力量を備えた有能な教育者を育てることを使命として運営しているところです。今後も本学の更なる発展を期し
ていくとともに、既定経費の一層の節減、外部資金の獲得や自己収入の増を図っていくなど、大学として弛まぬ努力
を重ね、国民や地域の人々の理解を得ながら教員養成大学としての責任を果たして参りたいと考えています。

　平成２３年度末現在の資産合計は、１７，７３４百万円となっており、主な増加要因としては、図書館改修工事等により２１８
百万円増の５，７３１百万円、ソフトウェアの取得によりその他の資産が４７百万円増の６４百万円となったこと、現金及び預金
が９９百万円増の６６２百万円となっております。主な減少要因としては、建物の減価償却に係る分が２４８百万円減、工具器具
備品の減価償却に係る分が８７百万円減となっております。

 (2)その他の固定資産 64 (47) 資本剰余金 △ 539 (△ 91)

流動資産 684 (89) 利益剰余金 93 (19)

 (1)現金及び預金 662 (99)

 (2)その他の流動資産 22 (△ 10) 純資産合計 15,531 (△ 72)

資産合計 17,734 (22) 負債純資産合計 17,734 (22)

（注）．（　）内は、対前年度増減

２．損益計算書

（単位：百万円）

経常費用（Ａ） 3,461 (△ 15) 経常収益（Ｂ） 3,485 (△ 1)

 (1)業務費 3,316 (△ 20)  (1)運営費交付金収益 2,484 (71)

　　 ①教育経費 423 (△ 29)  (2)学生納付金収益 781 (△ 36)

　　 ②研究経費 129 (△ 68)  (3)外部資金収益 36 (△ 3)

　　 ③教育研究支援経費 179 (25) 　　 ①受託研究等収益 6 (1)

　　 ④受託研究費 5 (1) 　　 ②受託事業等収益 13 (△ 1)

　　 ⑤受託事業費 13 (0) 　　 ③寄附金収益 17 (△ 3)

　　 ⑥人件費 2,567 (51)  (4)施設費収益 17 (△ 16)
　　　　 うち退職手当を除いた人件費 2,383 (13)  (5)補助金等収益 0 (△ 22)

 (2)一般管理費 143 (6)  (6)その他の収益 72 (13)

 (3)財務費用 2 (△ 1)  (7)資産見返負債戻入 95 (△ 8)

 (4)雑損 0 (0)

臨時損益（Ｃ） △ 5 (△ 7)

当期総利益（Ｂ－Ａ＋Ｃ＋Ｄ） 19 (7) 目的積立金取崩額（Ｄ） 0 (0)

（注）．（　）内は、対前年度増減

　平成２３年度の経常費用は１６百万円減の３，４６１百万円となっており、主な減少要因としては、研究経費が前年度の理科２
号棟改修工事等による増額があったことが影響し、本年度は６９百万円減の１２９百万円となったこと、教育経費が２９百万円減
の４２３百万円となったことなどによるものです。主な増加要因としては、人件費が大学教員の退職手当の増等により５１百万円
増の２，５６７百万円となったこと、教育研究支援経費が、図書館改修に伴う修繕費の増等により２５百万円増の１７９百万円と
なったことなどによるものです。
　経常収益においては２百万円減の３，４８５百万円となっており、主な減少要因としては、学生納付金収益のうち授業料収入の
減等の影響により３７百万円減の７８１百万円となったこと、施設費収益が１６百万円減の１７百万円となったことなどによるも
のです。主な増加要因としては、運営費交付金収益のうち、大学教員の退職手当の増、当年度の業務達成基準適用事業の収益化の
影響により７０百万円増の２，４８４百万円となったことなどによるものです。
　なお、当期総利益は、経常利益から臨時損益５百万円を差し引いた結果、７百万円増の１９百万円となっております。

金 額 金 額



２．損益計算書（円グラフ）
　経常費用 　経常収益

（注）．（　）内は、前年度割合

Ⅱ　奈良教育大学の財務状況
　退職手当を除く経常費用等の状況は次のとおりとなっております。

　　・損益計算書の退職手当を除く経常費用　３，２７７百万円　前年度比　５３百万円減　〔１６年度比 ７５百万円増〕
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平成２３事業年度

決 算 報 告 書

自：平成２３年４月 １日

至：平成２４年３月３１日

国立大学法人奈良教育大学



（様式２－１）

国立大学法人奈良教育大学

差　　　額
（決算－予算）

 収入 　 　 　
運営費交付金 2,657 2,665 8 （注１）
施設整備費補助金 189 166 △ 23 （注２）
補助金等収入 － 0 0
国立大学財務・経営センター施設費交付金 19 19 0
自己収入 858 883 25
授業料、入学料及び検定料収入 813 812 △ 1
雑収入 45 71 26 （注３）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 48 40 △ 8 （注４）
計 3,771 3,773 2

 支出
業務費 3,515 3,397 △ 118
教育研究経費 3,515 3,397 △ 118 （注５）

施設整備費 208 185 △ 23 （注６）
補助金等 － 0 0
産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 48 37 △ 11 （注７）

計 3,771 3,619 △ 152

収入－支出 0 154 154

○予算と決算の差異について
（注１）運営費交付金については、前事業年度繰越額を使用したため、予算金額に比して決算額が８百万円多額となって
　　いる。
（注２）施設整備費補助金については、計画変更により、予算額に比して決算額が２３百万円少額となっている。

（注７）（注４）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が１１百万円少額となっている。

（注６）（注２）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が２３百万円少額となっている。

平成２３年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考

　　１４百万円多額となり、教員免許状更新講習受講者の獲得に努めたため予算額に比して決算金額が１２百万円多額と

　　なり、予定していた事業が翌年度に繰越となったため、予算金額に比して決算金額が４６百万円少額となっている。

（注３）雑収入については、科学研究費補助金の獲得に努めた結果、間接経費を獲得したため予算額に比して決算金額が

（注４）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、寄附金の受入が少なかったこと等により、予算金額に比して

（注５）業務費については、予算段階より退職者が減少したことにより予算金額に比して決算金額が７２百万円少額と

　　なっている。

　　決算金額が８百万円少額となっている。


